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本論文は、図 64、表 19 を含む総頁数 111 の和文論文であり、他に参考論文 1 編が添

えられている。 
人口減少による農村地域の過疎化や高齢化、さらにコロナ禍の長期化を背景に、地域

活動に対する労力負担や協調性などの住民の意識が変化し、活動の休止あるいは中止を

余儀なくされた地域活動団体が存在する。 
本論文では、まず道内の農村地域における地域活動の現状を整理し、営農類型による

活動内容の違いを示した。とくに山間農業地域では教育と地域内活性化の活動が多く、

山間農業地域に位置し急激な人口減少に直面している幌加内町の地域活動団体へのヒア

リング調査から、地域資源を活用しながら人材育成と地域内活性化に取り組む活動が地

域コミュニティの存続に貢献していること、そこでは限られた人的資源を有効活用する

連携体制が重要であることを示した。 
次に、国土交通省北海道開発局より提供を受けた資料から、社会的に評価された活動

であっても、やむをえず活動を休止した団体が存在すること，地域活動団体の多くが人

材不足に不安を抱いていることを確認し、地域活動を休止した 9 団体を対象にヒアリン

グ調査を行った結果から、活動休止要因として後継者不在が最も多いことを明らかにし

た。さらに、活動継続中の 160 団体を対象にしたアンケート調査から、「団体内の人間

関係」、「地域住民の協力」、「地域資源の活用」、「景観の活用」が、活動の継続を

促す要因、すなわち団体構成員にとっての満足度の源泉であり、一方で、「人材不足」

と「資金不足」は活動の継続を不安定化させないための最優先改善課題であることを示

した。つまり、人材確保が地域活動の継続性に関わる最も大きな要点であることが明確

となった。 
そのうえで、二要因理論を用いて、地域活動団体が達成感や有能感を重視する特質を

持つため、人材不足の課題を認識しているものの、総合的に満足感が高い状況では積極



的に人材確保を行う必要性にまで意識が向かないこと、つまり、活動に対する高い満足

度が、人材確保への意識を抑える可能性があることを示した。これまで注目されること

がなかった地域活動団体の休止要因に着目し、地域活動団体特有の組織上の課題を指摘

するとともに、継続性の観点から、地域活動団体内部の認識を、対処療法的な単なる「人

材確保」から中長期的な「人材育成」に、「高齢化による自然休止」から「計画的な長

期継続」に、それぞれ変えていくことの重要性を提案した。 
また、活動継続中の 160 団体を対象にしたコロナ禍 1 年目と 3 年目の 2 回のアンケー

ト調査、および 8 団体に対するヒアリング調査から、コロナ禍の影響で多くの活動が一

時的に中止あるいは縮小していたことを確認した。ただし、その影響は地域活動の目的

により異なり、6 次産業化のような経済活動や景観活用のような文化活動は、活動スタ

イルの変容が進み、コロナ禍 3 年目には回復傾向にあったが、地域内活性化のような社

会活動では、活動再開に否定的な住民が増え合意形成が困難になるなど、コロナ禍 3 年

目でも低下傾向にあることが明らかとなった。さらに、コロナ禍でも活動できた団体や

速やかに活動を再開できた団体への聞き取りから、適応力としてのレジリエンスの有効

性を示した。そのうえで、平時から長期的視野に立って活動の多重化に取り組むことや、

状況に応じて活動の目的や内容を変容させるなど、従来の地域活動では考慮されること

の少なかったレジリエンスの視点を提示し、地域活動のレジリエンス強化の方向性を提

案した。 
加えて、土地利用の観点から地域活動の役割を捉えることを提案した。人口密度が低

い農村地域で、管理の行き届きにくい農地や、小学校のような基礎的施設を管理してい

くために、ゾーニングによって保全の重要度と維持管理の水準を段階的に設定すること

を推奨した。そのうえで、地域活動の役割として、一部の住民や自治体だけでは管理し

ていくことが難しい土地や施設を、労力を分担しながら協働で管理・有効活用している

と捉えることによって、土地や施設をコモンズとして見る意識を醸成し、持続的な土地

利用に貢献することができると指摘した。 
道内の農村地域は、従来の専業農家の地域コミュニティから、農業や食に関連する多

様な活動が展開される新たな地域コミュニティへと変容しつつある。今後も人口減少が

進み、地域コミュニティの存続が危ぶまれる中で、新たな地域コミュニティの中心的な

役割を担うことが期待される地域活動団体は、長期に存続されることが必要である。本

論文は、地域活動団体および国民全体が地域コミュニティと地域活動のあり方と役割を

再認識することにより、地域活動の長期継続を促す方策を提案したものである。 
以上のように本論文は、農村地域における地域住民主体の地域活動の抱える課題と今

後のあり方について考究したものである。これらの研究成果は、過疎・高齢化の課題に

直面する人口減少時代の農村地域の地域活動のあり方に大きな示唆を与えるものであ

り、農村計画学的に高く評価される。よって審査員一同は、池上大地が博士（農学）の

学位を受けるのに十分な資格を有するものと認めた。 


